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Ⅰ．設置の趣旨及び必要性 

１．設置の趣旨 

（１）大学の概要  

群馬大学は、群馬師範学校・群馬青年師範学校・前橋医科大学・桐生工業専門学校を包括

し、昭和 24 年に新制大学として、学芸学部・医学部及び工学部の３学部で発足した。  

学芸学部の教育学部への改組、社会情報学部設置、工学部の理工学部への改組、宇都宮大

学との共同教育学部の設置、情報学部の設置及び理工学部の改組を経て、現在では共同教育

学部・情報学部・医学部・理工学部の４学部と、教育学研究科・情報学研究科・医学系研究

科・保健学研究科・理工学府・パブリックヘルス学環・医理工レギュラトリーサイエンス学

環の大学院７研究科等からなる、学部生約 5,000 人、大学院生約 1,200 人を擁する北関東

の高等教育の拠点となる大学である。 

 直近では、国を挙げて推進する、経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会

である Society 5.0 の実現に資するための新たな教育研究体制の整備を目標に、大学が持

つ教育研究機能として「情報学」に焦点を当てることで Society 5.0 を担う人材の育成と研

究の推進に取り組むこととし、令和３年に文理融合の教育研究組織としての情報学部を設

置している。 大学院に関しては、令和６年に情報学研究科、パブリックヘルス学環及び医

理工レギュラトリーサイエンス学環を新たに設置し、さらに、令和７年に食健康科学研究科

を設置すべく準備を進めている。 

平成 17 年には重粒子線医学研究センターを設置し、国内唯一の重粒子線治療・研究施設

を持つ大学として、地域のみならず国内外のがん患者のための重粒子線治療の拠点として

貢献するだけでなく、文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」（オンリーワン

型）の一環として「重粒子線医工学グローバルリーダー養成プログラム」を創設し、重粒子

線医学の教育・研究面でも世界をリードし、これまでに国内外で活躍する優れた人材を多数

輩出してきている。さらに、医理工レギュラトリーサイエンス学環の設置により、重粒子線

医理工学を軸としたレギュラトリーサイエンスに関する基盤的教育が展開されている。 

 

（２）社会的背景  

国際競争が激化する今後の「知識基盤社会 (knowledge-based society)」において、資源

に恵まれない我が国が科学技術創造立国として国際競争力を維持・向上させていくために

は、科学技術や学術活動の基盤となるような、新たな知を創造・継承・活用できる人材を大

学院においていかに養成し、社会に輩出するかが極めて重要な課題となっている。 

また、グローバル化が進む知識基盤社会において国際競争力を強化するためには、人材交

流を含めた国際交流の強化が必須であり、国境を越えた高等教育の提供という観点からも、

国際的に通用する質の高い教育能力を持った大学院への改革が求められている。 

即ち、我が国の大学院が国際的にも信頼される「魅力ある教育」を展開していけるか否か

が、我が国の将来を大きく左右するファクターであることを理解し、その観点から大学院の

人材養成機能の強化に取り組んでいくことが急務である。  

また、国内の少子高齢化社会においては、労働人口の減少を補うべく、あるいは well-

being な社会を実現すべく、人生 100 年時代に、生涯にわたり生き生きと社会参加できる環

境の実現が求められている中で、そのような社会課題を解決するような魅力的な学位プロ

グラムを用意した大学院教育システムの構築が求められている。 
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例えば、がんは、日本人の死因の第１位で、生涯のうちにがんにかかる可能性は、男性の

２人に１人、女性の３人に１人と推測されており、年間 30 万人以上の国民が、がんで亡く

なっている。60 歳以上でがんの罹患率が増加していくため、well-being な社会の実現のた

めには、がんの早期発見・有効な治療法の確立が、国としての急務である。 

本学では、「体の中をある程度進んだ後に急激に高いエネルギーを周囲に与えて消滅する」

という特性を持ち合わせている重粒子線を用いることで、周囲の正常細胞を傷つけること

なく、身体の深部にあるがん病巣に対して選択的に十分な量の放射線を照射することがで

きるとされる「重粒子線治療」に着目し、平成 22 年に国内で初めて大学病院に設置された

重粒子線治療施設である「重粒子線医学センター」で治療を開始した。医学物理の知見とレ

ギュラトリーサイエンスの手法を用いて治療法を確立すると同時に、確立した治療法の教

育・先端的治療法の研究の国内外の中心としての役割を担ってきた。 

さらに、少子高齢化社会における well-being が実現できるよう、より広範な社会課題を

解決すべく、独創性や創造性に富み、確固たる科学的倫理的価値観に基づき協調しながら国

際舞台で活躍する能力を有し、グローバル、さらにユニバーサルに社会に貢献する医理工学

にかかわる人材の育成が求められるようになった。 

 

２．設置の必要性  

（１）群馬大学大学院が目指す大学像、現状の課題、大学院改組の必要性  

本学は、「知の拠点として地域の人材育成や地域社会を支える基盤となると同時に、グロ

ーバルな視点で活躍できる大学を目指す」との学長ビジョンの実現のため、①データ駆動型

社会、SDGs の実現のために、専門性を活かして、エビデンス（データ）に基づいて複雑な社

会課題を分析・評価し、解決策を提案・実装できる高度人材の育成、②データサイエンス、

レギュラトリーサイエンスの強みを持つ地域の中核大学として、その機能を強化し、地域の

産業力強化やグローバル展開に貢献できる大学、③国内外の優秀な大学院生が集まり、活躍

できる環境（ダイバーシティ）の提供と新興分野への取組を促進する分野横断的なカリキュ

ラムデザインに基づく大学院プログラムの構築、を目指している。  

 

・ 専門分野を超えた俯瞰力の育成や、より新しい学問領域の創出・育成  

・ 複数の領域に渡る高度な専門的知識の教育の体制  

・ 各機構、センター所属教員の教育参画  

・ データサイエンス、レギュラトリーサイエンス、AI 技術、重粒子線医学、食健康科学

などの大学の研究上の強みや戦略的分野を活かした人材育成  

・ 社会等のニーズを踏まえた教育  

という面を強化すべく、分野を横断したカリキュラムデザインに基づく魅力的な大学院教

育プログラムの構築の必要性や、大学院教育のビジョンや戦略の中で、世界から認知される

大学として、卓越した学問分野を確立し、展開させる必要がある。 

令和６年にはこのような視点に基づき、レギュラトリーサイエンスの視点を有する重粒

子線医理工学を一つの軸とした基盤的教育を行う医理工レギュラトリーサイエンス学環修

士課程を設置した。さらに、より広範な医理工分野における高度かつ具体的な社会課題を解

決すべく、独創性や創造性に富み、かつ確固たる科学的倫理的価値観に基づき協調しながら
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国際舞台で活躍する能力を有し、グローバル、さらにユニバーサルに社会に貢献する医理工

学にかかわる人材を育成すべく、博士後期課程の設置が求められる。 

 

（２）研究科等連係課程を設置する理由 

「博士人材活躍プラン（令和 6 年 3 月 26 日、文部科学大臣）」では、社会の課題発見・

解決に挑み、複雑な課題への解決策を提示できる人材の育成が求められているとされてお

り、そのためには「学部・研究科等の組織の枠を超えた学位プログラム」による専門的知識

と普遍的なスキル・リテラシー等を身に付ける必要性が指摘されている（「2040 年を見据

えた大学院教育のあるべき姿（平成 31 年 1 月 22 日、中央教育審議会大学分科会）」）。従

来の単一研究科単位での学位プログラムにおいては、学生の所属する組織と、教員が所属す

る組織と、学位プログラムが全て一対一対一の関係であり、学生や教員が、自らが所属する

学部・研究科以外の教育・研究リソースを活用することが組織の構造上困難であり、ごく一

部の研究分野だけでなく他分野の知識・技術をも修得した人材の輩出を求める社会のニー

ズに応えるためには大学院の改組がもはや不可避となりつつある。 

学部・研究科等の組織の枠を越えた研究科等連係課程学位プログラムの設置により、学内

の教育・研究リソースを自由に相互に最大限活用することが可能になり、それによる学部・

研究科横断的な教育・研究の展開が期待できるようになり、大学の研究力の大幅な向上だけ

でなく、多様な知識技能を持った人材の育成という社会からのニーズにも応えることがで

きるようになることが期待される。 

昨今、重要視されているレギュラトリーサイエンスとは「科学技術の成果を人と社会に役

立てることを目的に、根拠に基づく的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と

社会との調和の上で最も望ましい姿に調整するための科学」と定義されている。これは、例

えば新しい医療技術あるいは医療機器を実際に社会実装する場合、その基本原理となる学

理を理解したうえで必要性・安全性・経済性を踏まえた利点・欠点などを科学的・俯瞰的な

視点で研究し、運用におけるプロトコル・ガイドラインを明らかにする学問である。医学物

理あるいは放射線生物学の分野は人体における放射線の影響を評価する視点から、レギュ

ラトリーサイエンスの視点を早くから導入してきた分野である。このような視点から令和

６年に医理工レギュラトリーサイエンス学環修士課程を設置し、重粒子線医理工学を一つ

の軸とするレギュラトリーサイエンスの基盤的教育を開始した。 

工学、医学物理、放射線生物学、医学の広範かつ俯瞰的な教育が必要であるため、医学系

研究科及び理工学府の研究科等連係課程として医理工レギュラトリーサイエンス学環博士

後期課程を設置し、重粒子線医理工学を一つの軸としてレギュラトリーサイエンスの知識

と技能を有し、独創性や創造性に富みかつ国際舞台で活躍する能力を有する人材の育成・輩

出を目指したい。 

 

（３）重粒子線医理工学学位プログラムを設置する理由 

本学の「重粒子線医理工連携コース」は、2021 年２月に山形大学医学部東日本重粒子セ

ンターが稼働するまでは、関東以北で唯一の重粒子線医学の臨床・教育・研究機関であり、

国内は勿論、タイ、インドネシア、中国、モンゴル、韓国、フィリピン、アメリカ、インド

など、海外からも多数の履修希望者が入学し、修了していったという実績があり、この学位

プログラムは本学の強みの１つでもある。重粒子線治療施設の国内外への拡大は今後も継
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続するため、このような人材養成は引き続き求められている。それに加えて、近年、創薬や

微細加工技術・AI 技術など新しい医療技術・医療機器開発の急速な進展に対応した社会実

装が求められており、レギュラトリーサイエンスの素養を持つ人材の育成が急務となって

いる。 

本学ではこれまで医理工生命医科学融合医療イノベーションプロジェクトにより新しい

医療技術・医療機器開発の研究を行ってきた。レギュラトリーサイエンス教育を組み込むこ

とにより、医療機器メーカーにおいて新しい医療技術・医療機器を市場化するための人材の

養成が期待できる。国内外の連携組織や医療装置メーカーにもプログラムに参画して頂き、

各専門分野の領域を跨いだ横断的な教育を行い、重粒子線医学・生物学及び重粒子線先端医

療に加えて、高度医療機器やその運用技術の研究開発を担う世界的なリーダーを養成する

ことは、本学に課された重要なミッションである。世界的な発展が期待される重粒子線医理

工学によるメディカルイノベーションに寄与することが本学に期待されている。 

また、近年、宇宙システムへの展開において、宇宙空間における陽子線・重粒子線に起因

する強い放射線が課題となっている。これは人体への影響のみならず、半導体を利用した電

子機器への影響があるからである。そこで、宇宙において人類が活動するための放射線の影

響に関する指針、あるいは宇宙における電子機器の放射線の影響の指針等を構築する必要

がある。本学の「重粒子線医理工連携コース」でも以前から宇宙放射線生物学あるいは重粒

子線治療における体内埋め込み電子機器の放射線による影響の研究に積極的に取り組んで

おり、先駆者の一端を担う本学には若干のアドバンテージがある。 

「重粒子線医理工連携コース」で今までに得られてきた知見を、医学物理学（理工学府）

と放射線生物学（医学系研究科）からなるシームレスな研究へと発展させるためにも、研究

科等連係課程という形で新たな学位プログラムを構築することで、宇宙放射線生物学の領

域においても世界をリードするような研究の展開が期待できる。人材としては、例えば宇宙

システムに関連した研究機関での活躍が期待される。 

なお、レギュラトリーサイエンスを視点とした医学物理・放射線生物学は人体における放

射線影響・防護のエキスパートの育成であり、原子力・核融合分野の人材育成に繋がる。エ

ネルギー安全保障、SDGs の視点から大型原子炉の廃炉とともに革新的な小型原子炉の開発

が進められている一方、人材の育成が課題となっている。このような新しい技術を社会実装

するための必要性・安全性・経済性を踏まえた利点・欠点などを科学的・俯瞰的な視点で評

価できる人材が社会から強く求められている。 

一方、重粒子線治療に向けての新たな加速器の開発も必要である。第５世代であるレーザ

ー加速と超伝導ガントリーを有する革新的省電力・小型加速器の開発が始まっている。本プ

ログラムでは加速器に関する教育研究を行っているが、現状の第２・３世代加速器から第５

世代加速器への更新を見通した教育研究を行う。超伝導ガントリー導入による治療の精密

化と治療期間の短縮、レーザー加速導入による建設コスト及び運転コストの削減などが期

待される。 

医学においては「量子メス」導入による治療の精密化と治療期間の短縮を視野に置いた新

しい治療法の開拓の研究が必要であると同時に、レギュラトリーサイエンスに基づく治療

プロトコルの開発が必要である。このような視点から、量子メスを用いた革新的医療を創発

する人材育成が必要である。また、加速器におけるレーザー加速・省電力化・小型化・汎用

化あるいは超伝導ガントリー開発により、国内外に重粒子線治療施設が拡大していく。また、
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加速器におけるレーザー加速・省電力化・小型化・汎用化は医療のみならず社会インフラの

非破壊検査装置として展開していく可能性もある。しかしながら、これらの技術には多くの

開発要素があり、理工学の素養を有する創発的な人材を育成すべく博士（医理工学）に相当

する教育課程を設置する必要がある。 

なお、重粒子線治療分野のみならず、創薬や微細加工・AI・量子など革新的な新しい医療

技術・医療機器開発は基盤となる学理、あるいは、近年の宇宙システムへの展開に伴う宇宙

空間における陽子線・重粒子線の人体や電子機器等への影響に関する研究の本格的な展開

も端緒についたばかりであり、その学理を創発する必要がある。そのような視点からも博士

（医理工学）に相当する人材の育成が必要である。 

なお、例えばレーザー加速・超伝導磁石を組み合わせた革新的省電力・小型加速器は未来

社会創生事業「レーザー駆動による量子ビーム加速器の開発と実証」等で進められており、

重粒子線治療のみならず社会インフラ設備の非破壊検査手法の開発へと展開できる。本プ

ログラムでは、量子科学技術研究開発機構（QST）や SPring-8 など学外施設と連携した教育

研究も視野に入れる。 

このように、医学系研究科及び理工学府の教育資源（教員等の人的資源、施設・設備等）

を有効活用するために分野横断的な学位プログラムを設置することで、医学系研究科及び

理工学府が持つ重粒子線医学に関する知識と技術、同時に設置する情報学研究科が持つビ

ッグデータサイエンス研究リソースといった、それぞれの既存・新設の研究科やセンターの

強みを活かしつつ、継続的な実施が可能な体制とすることができる。 

また、本学環に参加する教員にとっても、新たな学術分野と連携・横断することで、教員

の資質向上及び新たなシーズの発見に繋がることが期待できる。 

このようなプログラムを設置することにより、高度専門職業人養成・国際感覚を養うに加

えて知識基盤社会を多様に支える高度で知的な素養のある人材の養成（「2040 年を見据え

た大学院教育のあるべき姿（平成 31 年 1 月 22 日、中央教育審議会大学分科会）」）が可能

となる。 

 

 

３．ディプロマ・ポリシー 

カリキュラム・ポリシーに沿った教育を行うことにより、医理工レギュラトリーサイエン

ス学環に求められる人材を輩出する。 

 レギュラトリーサイエンスの趣旨に則り、ディプロマ・ポリシーを以下のように定め、博

士（医理工学）の学位を授与する。 

 

① 修士課程における研究教育を通して得られた生命医科学・理工学に関する知識・技

術・研究基礎能力を更に高め、俯瞰的視点から問題点を把握し、専門知識を総合化して

課題を解決する能力を持つ者 

② 高度な専門知識・技術を持ち、レギュラトリーサイエンスに基づく高い倫理観によっ

て未来社会創造に貢献できる者 

③ レギュラトリーサイエンスに基づく責任感、倫理観、信頼感に富み、先端研究を通し

て国際社会、地域社会に貢献できる者 
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④ 自分の考えや判断を的確に説明できる論理性と国際コミュニケーション能力を持ち、

国際社会で活躍できる者 

 

【別紙 資料１ カリキュラムツリー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図１ 博士課程概要図） 
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Ⅱ．研究科、専攻等の名称及び学位の名称 

１．研究科等連係課程実施基本組織の名称 

（１）学環の名称

医理工レギュラトリーサイエンス学環 (Interfaculty Initiative in Regulatory 

Science of Biomedical Science and Engineering) 

医学・理工学の連携でのレギュラトリーサイエンスプログラムであることを明確に示す

名称とした。レギュラトリーサイエンスは想定すべき「人と社会」によって「調整すべき内

容」が異なっているため、俯瞰的かつ創発的能力が求められる学問であるが、その高い抽象

性から概念の把握が難しい学問分野である。しかしながら、創薬や微細加工技術・AI 技術

などを活用した医用工学に基づく新しい医療技術・医療機器あるいは原子力・核融合におけ

る革新技術の社会実装において、放射線防護・安全等レギュラトリーサイエンスの知見は必

須である。前述のとおり、医学物理あるいは放射線生物学の教育は人体における放射線の影

響を評価する必要性からレギュラトリーサイエンスの視点を早くから導入した分野であり、

レギュラトリーサイエンス教育の基盤がある。そこで、当面は医学物理・放射線生物学を基

盤として医学・理工学の連携でのレギュラトリーサイエンスの教育を行うことを考慮して

「医理工レギュラトリーサイエンス学環」とした。 

なお、将来的には、レギュラトリーサイエンスに関するプログラムを設立する。このよう

な多方面に渡るレギュラトリーサイエンスの概念を把握すべく、改組後においては大学院

共通科目として多方面の分野に渡る教員がレギュラトリーサイエンスを視点とした授業を

行う。 

なお、名称検討にあたり、医学・理工学の連携での医学物理教育を行っている北海道大学

大学院医理工学院を参考とした。 

（２）プログラムの名称

重粒子線医理工学プログラム（Heavy Ion Biomedical Science and Engineering Program） 

本学ではこれまで医理工生命医科学融合医療イノベーションプロジェクトにより新しい

医療技術・医療機器開発の研究を行い、医用工学に関する教育研究の土壌が形成されており、

本プログラムではこのような教育も取り入れる。レギュラトリーサイエンス教育と融合す

ることにより、医療機器メーカーにおいて新しい医療技術・医療機器を市場化するための人

材として期待できる。また、宇宙システムに関連した研究機関での活躍、宇宙システム産業

が拡大するにつれてレギュラトリーサイエンスの視点から電子機器開発に貢献する人材、

将来的には、医理工学とレギュラトリーサイエンスを横断した広範な教育を生かして、宇宙

システムで人類が活躍するための俯瞰的な視野を持つ人材として期待される。

また、重粒子線治療に向けての新たな加速器の開発、例えば第５世代であるレーザー加速

と超伝導ガントリーを有する革新的省電力・小型加速器の開発と、その技術を活用した社会

インフラ設備の非破壊検査手法の開発が可能な人材育成を行う。

このように重粒子線治療に関連した医学物理・放射線生物学の教育を基盤とするが、新し

い医療技術・医療機器開発とその社会実装、革新的原子力・核融合技術の社会実装、宇宙シ
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ステムに関連した俯瞰的・創発的な学理の創造、革新的加速器技術の創出をめざした医学・

理工学の連携した教育も行う。 

 以上から、本プログラムの名称は重粒子線医理工学プログラムとする。 

なお、名称検討にあたり、医学・理工学の連携での医学物理教育を行っている北海道大学

大学院医理工学院を参考とした。 

 

２．学位の名称 

 医理工レギュラトリーサイエンス学環において付与する学位は次のとおりである。 

博士（医理工学）（Doctor of Philosophy in Biomedical Science and Engineering） 

 

重粒子線治療に関連した医学物理・放射線生物学の教育を基盤とするが、新しい医療技

術・医療機器開発とその社会実装、革新的原子力・核融合技術の社会実装、宇宙システムに

関連した俯瞰的・創発的な学理の創造、革新的加速器技術の創出をめざした医学・理工学の

連携した人材育成教育を行う。さらに学位名称の一般的・国内・国際的通用性の観点から、

修了者に授与する学位の日本語・英語名称を博士（医理工学・Doctor of Philosophy in 

Biomedical Science and Engineering）とした。医理工学の名称は北海道大学大学院医理工

学院、信州大学大学院総合医理工学研究科等を参考とした。 
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Ⅲ．教育課程の編成の考え方及び特色 

１．教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー） 

本学環は、分野横断的なカリキュラムデザインに基づく大学院プログラムを構築する

ために、以下のようにカリキュラム・ポリシーを定め、教育課程を編成する。 

レギュラトリーサイエンスとは「科学技術の成果を人と社会に役立てることを目的に、

根拠に基づく的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と社会との調和の上で

最も望ましい姿に調整するための科学」であり、その基本原理となる学理を理解したうえ

で必要性・安全性・経済性を踏まえた利点・欠点などを科学的・俯瞰的な視点で明らかに

する能力が求められる。一方、医学物理あるいは放射線生物学の分野は人体における放射

線の影響を評価する視点から、レギュラトリーサイエンスの視点を早くから導入してき

た分野である。そこで本学環では、医学物理あるいは放射線生物学を中心として理工学か

ら生命医科学に渡る学問分野を俯瞰的に把握し、基礎知識の修得・総合化によって課題を

解決できる能力を養う高度教育行う。また、新しい医療技術・医療機器開発、宇宙システ

ムへの展開、革新的加速器技術開発などの新しい学問の開拓、今後身近に展開する可能性

のある核融合・原子力分野での放射線防護に関する安全管理技術など、新たな科学・技術

を開拓する能力を教育するため、各教員の特長を活かした先端的研究の実践を通じて、自

ら新たな課題を発見し挑戦する創造性と実践力を養う教育を行う。また、社会との調和の

上で最も望ましい姿に調整をめざした生命医科学や理工学分野に必要とされる技術マネ

ジメントなどに関する基礎的素養と高い倫理観を養う教育を行う。このような教育を通

じて、企業、大学・研究所、医療機関、行政機関など多様な場面で活躍できる人材を育成

する。さらに、グローバル化が進む知識基盤社会において国際競争力を強化するためには、

人材交流を含めた国際交流の強化が必須であり、国境を越えた高等教育の提供という観

点からも、国際的に通用する人材としての資質は必須である。そこで、海外研さん・留学

機会を充実することにより、先端研究者・高度専門技術者としてグローバルに活躍するた

めの国際コミュニケーション能力を養う教育を行う。 

以上の視点から、カリキュラム・ポリシーを以下のように定める。 

【カリキュラム・ポリシー】 

① 従来の学問分野の枠を超えて俯瞰的に問題を把握し、知識を総合化して課題を解決

できる能力を養う高度な生命医科学・理工学教育 

② 各教員の特長を活かした先端的研究の実践を通じて、自ら新たな課題を発見し挑戦

する創造性と実践力を養う教育 

③ 国際社会や地域社会における課題の発見・解決のための研究の企画・遂行能力とレギ

ュラトリーサイエンスによる高い倫理観を養う教育 

④ 先端研究者・高度専門職業人としてグローバルに活躍するための国際コミュニケー

ション能力を養う教育

２．カリキュラム編成 

上記のカリキュラム・ポリシーを踏まえ、本学環では、以下のとおり教育カリキュラム

を編成する。 
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医理工レギュラトリーサイエンス学環では、重粒子線医理工学プログラムにおける医

学物理、放射線生物学を基盤としたレギュラトリーサイエンス教育、新しい医療技術・医

療機器、あるいは原子力・核融合における革新技術の社会実装、さらには人類の宇宙進出

及び宇宙システムの展開、革新的加速器技術の社会実装を見通したレギュラトリーサイ

エンス教育を行う。特に重粒子線医理工学プログラムでは、国内外で拡大が予想される重

粒子線治療施設の人材育成を基盤として、新しい医療技術・医療機器の開発、さらには人

類の宇宙進出及び宇宙システムの展開に対応した新しい学理の創出、革新的加速器技術

の社会実装を見通した開発に関する教育を行う。このような視点から、医学物理、放射線

生物学、医科学、理工学を専門とする幅広い分野の教員が参画し、教育活動にあたること

で、分野横断的なカリキュラムを編成することが可能である。 

 

（１）医理工学共通専門科目 

医理工学リサーチプロポーザル（２単位）、上級国際インターンシップ（２単位）を必

修とする。医理工学リサーチプロポーザルは、社会課題解決を視点に置いた俯瞰的な視野

を涵養することを目的として実施する。具体的には、学生が取り組む研究内容に関して、

その研究成果とその成果によって社会的課題がどのように解決していくのかについて俯

瞰的視野からの議論を行う。複数の教員による審査を行う。上級国際インターンシップに

おいては、海外の技術者・研究者との英語による研究討論能力を養うために、国際会議あ

るいはそれに準じる場所において、英語による研究発表、海外研究者との討論・交流を行

い、英語でコミュニケーションする能力の実践的訓練を行う。 

上級インターンシップ（２単位）、研究人材就業力養成基礎（２単位）、実践アントレプ

レナーシップ特論（１単位）、実践研究リーダーシップ特論（１単位）、実践グローバル研

究特論（１単位）は選択科目である。社会的課題解決にあたり、産業界との連携を視野に

開講する。上級インターンシップにおいては、修得した学問を企業において実践的に活用

する能力を養うため、事前教育を含めて企業における高度専門型インターンシップ等を

行う。研究人材就業力養成基礎においては、社会人講師を中心に、社会人としての基礎力

と産業界における研究開発者として活躍するために必要な知識・スキルを修得する。実践

アントレプレナーシップ特論においては、起業あるいは新規事業を視野に、新たな価値を

社会に提供する基礎知識を修得する。実践研究リーダーシップ特論においては、マーケテ

ィングから企画・研究開発・生産・販売に至る一連の企業活動を概観し、多くの人々の連

携による企業活動を指揮するための組織経営論と技術経営論（MOT）を修得する。実践グ

ローバル研究特論においては、海外勤務を想定した実践的な英会話をロールプレイング

形式で身に付け、海外で働くために必要な種々の文化的背景を理解することを目指す。 

 

（２）医理工レギュラトリーサイエンス科目（選択必修） 

レギュラトリーサイエンスの根幹である科学技術の成果の社会実装において、医療の

質・安全の考え方を具体例として学ぶことは有効である。特に、本学は医療事故の反省か

ら医療の質・安全に関する教育・研究を注力した分野である。医療の質・安全学講義Ⅰ（２

単位）においては、医療の質を構成する６領域、医療安全にかかわる人間工学の基本、エ

ラーの本質を理解、リスクマネジメントの基本など安全に関する基本・実践的概念を学ぶ。
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研究倫理（e-learning）(１単位)では、人を対象とする研究に関する倫理指針等を中心に

e-learning を用いて学ぶ。研究倫理は修士課程において未履修の者が履修可能とする。 

 

 

（３）医理工連携専門科目（選択必修） 

従来の学問分野の枠を超えて俯瞰的に問題を把握し、知識を総合化して課題を解決で

きる能力を養う高度な生命医科学・理工学教育を行うことを目的として開講する。理工学、

生命科学、医学及び重粒子線治療に関する先端的知見を俯瞰的かつ課題解決の視点を涵

養する。これらの科目を学ぶことによって、各教員の特長を活かした先端的研究の実践を

通じて、自ら新たな課題を発見し挑戦する創造性と実践力、生命医科学や理工学分野に必

要とされる技術マネジメントなどに関する基礎的素養と高い倫理観、先端研究者・高度専

門技術者としてグローバルに活躍するための国際コミュニケーション能力を養うことが

できる。 

 

（４）特別研究（必修） 

 医理工学特別実験（６単位）は、研究テーマの実験計画を立案・実施し、指導教員等と

積極的・自発的なディスカッションを行う。最終成果として博士論文を完成させ、公聴会

においてプレゼンテーションを行う。各学年で２単位ずつであり、博士後期課程３年間で

計６単位となる。医理工学特別演習は、各研究室におけるゼミ等に主体的・計画的に参画

し、文献調査及びプレゼンテーション、学会発表のための準備とプレゼンテーション、他

分野の研究者らとの積極的なディスカッションを行う。前後期で１単位ずつであり、博士

後期課程３年間で計２単位となる。 

また、医理工学特別実験・医理工学特別演習を学ぶことによって、各教員の特長を活か

した先端的研究の実践を通じて、自ら新たな課題を発見し挑戦する創造性と実践力、また、

先端研究者・高度専門技術者としてグローバルに活躍するための国際コミュニケーショ

ン能力を養うことができる。 

 

３．博士課程学生に対する支援 

本学は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の次世代研究者挑戦的研究プログラ

ム（SPRING）に採択され、「次世代グンマ創発的博士人財インダクションプログラム（Next-

GIP）」を全学として運営している。Next-GIP では、選抜された優秀な博士課程学生に対し、

研究奨励費（生活費相当額）及び研究費の支援を行うとともに、カリキュラムを通してキャ

リア開発の機会を提供する。 

Next-GIP では、博士人材として必要な「人間力」として「研究」、「対人関係」、「自己実

現」の三要素を定義し、それらの三要素を兼ね添えた、アカデミアのみならず、産業界など

社会の多様な方面で求められるような、実践的な博士人材の育成を目指している。 

博士人材として必要な「人間力」の要素に含まれる「７つのコンピテンシー」に対応した、

社会の多様な方面で活躍できるための「異分野研究者によるメンタリング」や「創発研究ス

キル講座」「キャリアパスセミナー」など８つの教育コンテンツを提供する。 

必修コンテンツである博士人材応用実習（PBL・インターン）では、本学が登録している

ジョブ型インターンシップでのマッチングも可能である。 
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また、必修コンテンツの中で、異分野の博士学生の前で発表・質疑応答を行う機会（共創

学際学生リトリート）や、海外で博士号取得者にインタビューを行い、博士号に対する価値

観の違いを理解し人脈作りの機会（国際コミュニケーション実習）を設けることにより、異

分野への理解や異分野とのコミュニケーション能力が養われ、学際的な素養が涵養される

とともに、学識を教授するために必要な能力を培うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図２ 次世代グンマ創発的博⼠⼈財インダクションプログラム（Next-GIP）の⼈材育成） 
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Ⅳ．教育方法・履修指導・研究指導の方法及び修了要件 

１．履修指導 

教育活動を円滑に行うため、学生に対しては、十分な情報提供を行うとともに入学後は主

指導教員を中心に、切れ間のない履修指導を行う。入学当初のガイダンスを経て、指導教員

から示される研究指導計画に基づき指導教員と履修計画を作成し、研究テーマと医理工学

の学位を考慮して選択必修、選択科目を選択させ、必要単位の修得状況を確認しつつ、博士

論文の指導を行うという研究科としての一連の体系的なプロセスを実施する。ここで修得

する知識、技術の定着を図るとともに、実践的な課題解決能力、開発研究能力を身に付ける

ために、初年次から３年次に渡り、複数教員指導制による教育・研究指導のもとで、「医理

工学特別演習（２単位）」を履修し、「医理工学特別実験（６単位）」を行う。 

以上のように、学生と指導教員は、十分な話し合いを行い、学生一人一人の事情に即して

研究計画を作成し、教育研究指導が行われる。 

【別紙 資料２ 履修モデル】 

２．研究指導 

研究指導は、学環に所属する教員の中から、原則として入学試験の際に学生が希望した主

指導教員１名と副指導教員２名（指導教員とは異なる連係協力研究科の教員を必ず含める）

を設定する。研究科の枠組みを超えた異分野横断型の教育研究を特徴としているため、学生

の専門分野でない領域の視点からもきめ細かく指導ができるように、複数教員による研究

指導体制を取り、分野の枠を超えた広い視野から研究を俯瞰させるとともに、異分野との連

携を促す。分野横断的複数教員指導制のもと、医理工レギュラトリーサイエンス学環に所属

する様々な専門分野を持つ教員間、さらには本学の他部局や他の研究・教育機関等との連携

により組織する多分野横断型プロジェクト研究活動や共同セミナーなどに参画させること

を通じて、医学物理・放射線生物学教育の素養と能力をベースとしたレギュラトリーサイエ

ンスの視点を含む俯瞰的なものの見方、実践的な環境における幅広い知識の修得や、実験ス

キル・プレゼンテーションスキルを含めた基本的な研究スキルの修得、課題解決に向けた実

践力の涵養を行う。また、博士論文作成においては複数教員指導体制のメリットを活かし、

分野横断的な立場からの論文作成指導を行う。 

【別紙 資料３ 修了までのスケジュール】 

３．学位論文審査体制 

（１）審査体制

学位論文の審査は、本学環が設置する論文審査委員会で行う。論文審査委員会は、本学環

の専任教授又は准教授の中から、学位論文ごとに学環運営委員会で選出された主査１名、副

査４名で編成する。また、連係協力研究科である医学系研究科と理工学府の教員が含まれる

ように編成される。主指導教員は主査になることはできない。 

また、学環運営委員会が必要と認めた場合は、他の研究科、他大学院、研究機関等に所属

している者を論文審査委員会に含めることができる。本学内外から幅広い分野の審査委員
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を受け入れることによって、学生が学位論文の研究成果を広く社会に対して有用なものと

してまとめることができるようにする。 

 学位論文の審査を受けようとする者は、学位論文の審査申請を行う。学位論文の審査申請

を行った者は、公開で学位論文を発表する。 

論文審査委員会の審査は、公開で行われ、審査結果を学環運営委員会に提出する。 

 審査の透明性及び厳格性を確保するために、審査結果は学環運営委員会で審議され、学位

授与が認定される。 

 

（２）論文評価基準 

下記の評価項目すべてについて、 学位論文としての水準を満たしていると認められたも

のを合格とする。 

① 研究倫理 

研究の内容は関連する法令等や研究倫理を遵守していること。必要に応じて、各種倫理

委員会の承認を得ていること。 内容や文章などに剽窃がないこと。 

② 研究の目的 

 研究の目的が学術的あるいは社会的に意義を持つものであること。 研究目的が明確な

問題意識と位置づけをもとにしたものであること。 

③ 研究方法 

   研究目的に沿った実証的科学的な方法による研究であること。研究結果を再現できる

だけの具体的な情報を含むものであること。 

④ 研究成果 

   研究結果について適切な論証と考察が行われていること。研究で得られた結果と整合

性・説得性のある結論が導かれていること。 

⑤ 論文の体裁 

明快で論理的な構成がとられていること。先行研究あるいは関連研究に対する適切な

引用、評価が行われていること。 

⑥ 研究の独創性 

研究が当該分野において先駆的・独創的なものであること。 

⑦ 研究成果の公表 

１報以上の論文を査読付きの学術雑誌に公表（Letter、proceedings など含む。掲載決

定を含む。）していること。 

 

４．修了要件 
 修了要件は、以下の要件を満たし、かつ 16 単位以上を修得するとともに、学位論文の審

査及び最終試験に合格すること。 

（１）医理工学共通専門科目から医理工学リサーチプロポーザル（２単位）、上級国際イン

ターンシップ（２単位）を必修 

（２）医理工学レギュラトリーサイエンス科目あるいは医理工連携専門科目から２単位以

上を修得 

（３）医理工学特別演習２単位、医理工学特別実験６単位を修得 
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（特別研究科目は、学生が指導教員の下で学位論文の作成に関連する研究活動行う、３年    

間にわたる研究指導科目であることから、その学習時間に鑑み、医理工学特別演習２単位、

医理工学特別実験６単位としている。） 

 

５．研究の倫理審査体制 

 本学では、「群馬大学行動規範」及び「群馬大学科学者行動規範」を定め、科学研究に携

わる者に対して基本的な考え方を提示している。また、研究活動上の不正行為防止等の対応

を図るため、群馬大学研究行動規範委員会を設置するとともに、不正行為又は不正行為に起

因する問題が生じた場合における調査委員会の設置等の措置等について定めている。また、

研究活動における不正行為の防止等に関する計画を定めている。 

・「国立大学法人群馬大学研究活動における不正行為の防止等に関する規程」 

・「国立大学法人群馬大学における研究資料等の保存方法等に関する内規」 

・「国立大学法人群馬大学研究活動における不正行為の防止等に関する計画」 

 

 個別に、研究実施に当たっての倫理審査及び実験の承認については、以下の全学規則を定

めている。 

・「国立大学法人群馬大学データ利用倫理審査委員会規程」 

データ研究利用の正当性を保証し、研究の推進を図る。 

・「群馬大学人を対象とする医学系研究倫理審査委員会規程」 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関し、倫理指針に基づき、倫理的及び科学的

観点から研究計画の実施の適否等について審査する。 

・「国立大学法人群馬大学遺伝子組換え実験等安全管理規程」 

遺伝子組換え実験及び細胞融合実験の安全管理を確保することを目的とする。 

・「国立大学法人群馬大学動物実験安全管理規程」 

動物実験等を科学的観点、動物愛護の観点、環境保全の観点及び教職員、学生その他

実験に携わる者の安全確保の観点から、適正に行うために必要な事項を定める。 

 大学院生への研究倫理教育については、一般社団法人公正研究推進協会（APRIN）が提供

する研究倫理教育 e ラーニングを全学生に受講させている。 

 

【別紙 資料４ 研究倫理審査体制の規程】 
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Ⅴ．基礎となる修士課程との関係 

医理工レギュラトリーサイエンス学環博士後期課程の基礎となるのは、医理工レギュラ

トリーサイエンス学環修士課程である。

令和６年度から医理工レギュラトリーサイエンス学環修士課程を設置し、重粒子線医理

工学を一つの軸とするレギュラトリーサイエンスの基盤的教育を開始し、現在６名（定員５

名）の修士課程１年が在籍している。 

 なお、平成 29 年度からは理工学府に「重粒子線医理工連携コース」を設置し、主に理工

学部出身の学生を受け入れ、物理工学分野や医学生物学分野のリーダー及び重粒子線医療

機器開発企業の研究開発リーダーの人材育成を行ってきた。 さらに、医理工生命医科学融

合医療イノベーションプロジェクトにより医学系研究科・理工学府教員が連携した新しい

医療技術・医療機器開発の研究を行い、創薬や微細加工技術・AI 技術などを活用した医用

工学に関する教育研究の土壌を形成してきた。 

 このように、すでに本学においては医学系研究科と理工学府の教員が連係した医理工レ

ギュラトリーサイエンス学環修士課程が設置され、自らの教育力・研究力の向上及び新たな

シーズを発見する土壌を形成している。例えば、理工学部電子・機械類においては、初年次

の概論授業において、重粒子線医学研究センター教員による重粒子線治療技術の紹介を行

い、４年次の研究室配属では重粒子線医学研究センター研究室への配属がされるなど、学部

学生に対してもすでに医理工レギュラトリーサイエンス学環修士課程進学に当たっての準

備がされている。 

 学生にとっては、各研究分野の知識や技術などの強みを活かし、従来の限られた分野だけ

でなく、大学院を横に通貫して基礎となる学部の分野にとらわれない学位プログラム教育

研究を享受し、広範な分野における社会的ニーズに沿った人物となることができる。 

 本申請により課程の変更を行い、博士課程を設置し、前期２年の「博士前期課程」と後期

３年の「博士後期課程」に分割する。このことに伴い既存の修士課程を、博士前期課程に改

めるとともに、博士後期課程においては、専門分野においてより高度な研究の実施が可能と

なる。 

（図１（再掲） 博士課程概要図） 
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Ⅵ．多様なメディアを高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させる場合 

 本学では、群馬大学学則第 40 条第２項において、「多様なメディアを高度に利用して、当

該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。」と規定し、また、同条第３項

において「授業は、外国において履修させることができる。多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とする。」と規定

しており、群馬大学大学院学則で準用している。 

 本学では、従来から、どの研究科の学生も自由に履修できる大学院共通科目を開講してお

り、他のキャンパスの学生がキャンパス間を移動せずに履修できるように、Web 会議アプリ

ケーションを用いてリアルタイムのオンライン講義を行っている。オンライン講義におい

ても、演習課題や質疑応答の時間を設けることに加え、電子メールによる質疑応答等を行う

ことで、対面講義と同等の教育効果が得られるよう指導を行っている。 

また、群馬大学 LMS（オープンソースで開発されている Moodle によって構築された、学

習管理システム(Learning Management System)）が全学で導入されており、学生は自身の

PC 環境から、授業で扱う資料の確認や、課題、小テストを提出することができる。LMS を活

用したオンデマンド型講義においても、演習課題及び質疑応答を設けることで対面講義と

同等の教育効果が得られている。 
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Ⅶ．大学院設置基準第２条の２又は第 14 条による教育方法の実施 

本学では、これまでも社会人学生を受け入れてきた実績を有している。 

本学環は、重粒子線医理工学の分野横断的連携を基盤として、生命医科学、医学・医療及

び理工学における学際的学問領域の研究を主体的に担うことができ、リーダーシップを発

揮できる研究者・教育者、社会のニーズに対応できる高度職業人及び独創性や創造性に富ん

だ研究を遂行する能力、確固たる科学的倫理的価値観に基づき協調しながら国際舞台で活

躍する能力を育成し、グローバル、さらにユニバーサルに医療や社会に貢献する医学及び理

工学にかかわる人材の育成を目的とする。そのため、本学環では、社会人学生の受け入れを

積極的に推進していく方針である。 

社会人学生の受け入れに対応するため、大学院設置基準第 14 条に基づき、夜間又は土日

開講などを実施する等、社会人学生の利便性の向上に必要な措置を実施する。 

１．修業年限 

社会人入学者の修学を支援するため、入学後も社会人として職業を有する学生に対して、

長期履修制度を設ける。博士後期課程の標準修業年限は３年とするが、社会人学生の負担等

に配慮して、申請により長期履修制度の利用許可を得た学生は、博士後期課程は最長６年ま

での期間を限度として、計画的に履修し修了することを可能とする。長期履修における履修

期間は研究の進捗状況により変更することができる。 

２．履修指導及び研究指導の方法 

指導教員は、社会人学生であることを考慮し、入学前に履修方法及び研究指導について綿

密な打合せを行い、学生個々の状況に応じて上記の長期履修制度を活用するなど無理のな

い適切な履修計画を指導する。 

研究指導は、主指導教員と副指導教員による複数指導体制で、専門的分野や分野横断・学

際的視野からの指導・助言を行う。このように、複数の指導教員によって着実に研究計画を

遂行できる指導体制とする。 

３．授業の実施方法 

 授業時間帯は原則、昼間（８時 40 分から 17 時 30 分）に開講するが、仕事を続けながら

学修する学生のために、通常の授業時間帯以降の時間帯（17 時 35 分から 20 時 45 分）にも

開講する。医理工学特別演習や医理工学特別実験などで社会人学生との個別指導を行うに

当たっては、電子メールや Microsoft の Teams 等の Web 会議ツールを利用した指導によっ

て、定例の時間帯ではなく相互の事情に合わせて弾力的に実施する。 

４．教員の負担の程度 

 前述のとおり、本学では従来から社会人学生を受け入れており、本学環を設置することに

より、過度な負担はない。教員と社会人学生の双方の都合に合わせて柔軟に授業・指導を行

うために、医理工学特別演習や医理工学特別実験などでは電子メールや Microsoft の Teams

等の Web 会議ツールを利用した授業・指導を行い、両者の負担を軽減することができる。 
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５．図書館・情報処理施設の利用方法等 

 本学の図書館は、授業開講期間は平日９時から 21 時まで、土曜日は９時から 17 時まで

開館しており、社会人学生の十分に利用可能な体制を整えている。また、情報端末、学習室、

ラーニングコモンズ等が整備されている。 

 ネットワーク及び演習用端末の管理に加えて、各種 IT サービスを提供する情報基盤部門

を設置し、図書館受付に行かなくとも、専用フォームから利用方法等について問合せをする

ことができる。 

 

６．社会人選抜の実施 

 入学者選抜試験において、社会人特別選抜を実施し、社会人としての成果を反映させた選

考を行う。 

  

７．必要とされる分野であること 

本学環の学位プログラムは、入口ニーズ調査として群馬大学及び周辺公立大学の学生に

ニーズ調査を行っている。また、出口ニーズ調査として群馬大学大学院修了生の就職先、群

馬県経済同友会会員企業及び前橋商工会議所会員企業へのニーズ調査を行っている。両調

査ともに、十分にニーズがあるという回答を得た。定員を満たす志願者を集めることができ、

各企業から即戦力として認められることが想定される。また、従業員を対象とするリカレン

ト教育が期待されている。 

 

８．教員組織の整備状況 

 本学環を構成する、連係協力研究科である医学系研究科及び理工学府では、従来から社会

人学生に対して修士及び博士の学位を授与してきた実績がある。本学環設置後も専任教員

を配置して、博士後期課程教育の質を担保する。 
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Ⅷ．取得可能な資格 

医学物理士 

一般財団法人医学物理士認定機構 (JBMP)が認定する資格。「物理学に関連する科学的知

識を医療の分野に応用する職業」における、「放射線医学における物理的及び技術的課題の

解決に先導的役割を担う者」を認定する資格である。修士の学位及び所定の業績評価点を有

していれば JBMP が実施する医学物理士認定試験の受験資格が与えられる。あるいは、医学

物理教育コース(※)に１年以上在籍又は修了した場合にも受験資格が与えられる。認定試

験合格後に資格認定を受けるためには、医学物理に関わる経験３年以上（医学物理教育コー

ス修士課程を修了したものは２年以上）が必要となる。認定試験合格後に博士課程にて医学

物理に関する研究に従事すれば経験年数として認められる。 

※ 現在、JBMP が認定する認定医学物理教育コースに、連係協力研究科である医学系研究

科生命医科学専攻修士課程及び理工学府理工学専攻博士前期課程が認定されており、令

和７年度は、医学系研究科生命医科学専攻修士課程と医理工レギュラトリーサイエンス

学環重粒子線医理工学プログラム（修士課程）が認定を受けた。 
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Ⅸ．入学者選抜の概要 

本学環では、以下のアドミッション・ポリシーに基づき、一般入試、社会人入試、留学生

入試を行い、様々な学生を受け入れる。 

１．アドミッション・ポリシー 

理念、養成する人材像及び能力、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーなど

を踏まえ、医理工レギュラトリーサイエンス学環重粒子線医理工学プログラムのアドミ

ッション・ポリシーを掲げ、入学者選抜を実施する。 

重粒子線医理工学プログラムでは、重粒子線治療、新しい医療技術あるいは医療機器を

実際に社会実装する場合、その基本原理となる学理を理解したうえで必要性・安全性・経

済性を踏まえた利点・欠点などを科学的・俯瞰的な視点で研究し、運用におけるプロトコ

ル・ガイドラインを明らかにする能力が求められる。

このような視点から以下のアドミッション・ポリシーを設定する。

【アドミッション・ポリシー】 

① 修士課程レベルの生命医科学・理工学に関する基礎知識を身に付け、語学を含む基礎

的なコミュニケーション能力を有する人 

② 自らの能力向上を目指し、社会において研究者・高度専門職業人として指導的役割を

担おうとする強い意志とレギュラトリーサイエンスによる高い倫理観を有する人 

③ 医理工学の研究者・高度専門職業人として、新たな科学技術の開拓に失敗を恐れずに

挑戦する勇気と情熱を有する人 

２．入学定員及び収容定員 

 本学環の教育課程、研究指導体制、教員数、ニーズ等の諸条件から判断して、入学定員

及び収容定員は以下のとおりとする。この人数には社会人及び留学生も含む。 

医理工レギュラトリーサイエンス学環 入学定員 収容定員 

重粒子線医理工学プログラム ２ ６ 

本学環の入学定員は、以下のとおり連係協力研究科の入学定員の内数とする。 

医理工レギュラトリーサイエンス学環 連係協力研究科 
内数とする 

入学定員 

重粒子線医理工学プログラム 医学系研究科 １ 

理工学府 １ 

３．入学者選抜方法 

 本学環の志願者は、出願時に募集要項に記載された医学系研究科あるいは理工学府の専

任教員から、希望する指導教員を１名選択する。そして、希望する指導教員が所属する研究

科の入学試験と同じ試験科目で受験する。その後、本学環の専任教員で構成された面接員に

よる面接試験を行う。研究を行っていくための専攻分野の基礎学力、研究に対する又は高度
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の専門性を有する職業人としての適性、意欲等を評価する。医学系研究科あるいは理工学府

が行った試験結果と本学環が行った面接結果を総合して、選抜する。 
 通常の一般入試の他に、社会人入試あるいは留学生入試を行うこともある。社会人入試に

ついては、社会人としての経験・実績も含めて総合的に学力を評価する。留学生入試につい

ては受験のために来学が困難な場合は、インターネットを利用したインタビューを行う措

置を取る。 
学生が希望する専門分野や研究テーマが指導できる教員を選ぶことができるように、学

生募集要項に学環に所属する各専任教員の研究テーマを記載している。 

また、ミスマッチが起こらないように、出願前に指導を希望する教員と連絡を取り、研究テ

ーマについて話し合うことを推奨している。 
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Ⅹ．教員研究実施組織の編成の考え方及び特色 

１．教育研究実施組織の編成の考え方 
 本学では、平成 26 年度に教員組織を部局管理の教育組織から分離して大学の一元管理と

して、学長のリーダーシップにより機動的・戦略的な大学運営が可能になる「学術研究院」

を創設した。このため、教員は従来の学部・研究科・センター等に所属するのではなく、各

専門領域の研究者から構成される学術研究院に所属している。 
 本学環の教員組織は、重粒子線医理工学の分野横断的連携を基盤として、生命医科学、医

学・医療及び理工学における学際的学問領域の研究を主体的に担うことができ、リーダーシ

ップを発揮できる研究者・教育者、社会のニーズに対応できる高度職業人及び独創性や創造

性に富んだ研究を遂行する能力、確固たる科学的倫理的価値観に基づき協調しながら国際

舞台で活躍する能力を育成し、グローバル、さらにユニバーサルに医療や社会に貢献する医

学及び理工学にかかわる人材を育成するため、学術研究院から、医学系研究科及び理工学府

を主担当とする教員の参画により構成される。 

２．教育研究実施組織の特色 
 本学環は、医学系研究科４名（教授４名）及び理工学府８名（教授７名、准教授１名）の

教員で構成される。 

完成年度の年齢構成は、40 歳代１名、50 歳代６名、60～64 歳４名、65 歳以上１名となっ

ており、本学環設置後に、長期間の発展を見据えることのできる構成となっている。完成年

度までに定年を迎える教員はいない。 

 なお、「国立大学法人群馬大学教職員就業規則」において、教員の定年は 65 歳と定めてい

る。 

【別紙 資料５ 国立大学法人群馬大学教職員就業規則】 

３．教員のエフォートの管理 
本学環に所属する教員は、連係協力研究科である医学系研究科又は理工学府をそれぞれ

兼務し、各研究科と連携を行いながら教育組織の運営を行う。 

本学環との従事比率（エフォート）については、授業の開講数や学生指導の有無等を考慮

した上で、教員の教育研究に支障がでないよう適切に管理する。 

授業科目については、その大半は連係協力研究科においてすでに開講されているもので

あり、本学環に授業科目を提供する教員の教育エフォートは現状から大きく変わらない。ま

た、研究指導についても、既存の研究科で行っている研究指導に対するエフォートの一部が

本学環へ移行すると考えられるので、研究指導に対するエフォートが大きく増加すること

はない。 
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Ⅺ．研究の実施についての考え方、体制、取組 

１．研究の実施体制 

群馬大学では、優れた研究成果を生み出し、そこに関わる人材を育成し、知的財産の管理・

運用などを円滑に進めながら、研究の一層の高度化とその成果を広く社会に還元すること

を目指している。この研究活動の支援には、整備が進んできた本学の研究・産学連携推進機

構が重要な役割を果たす。 

群馬大学研究・産学連携推進機構では、全学的な研究戦略の策定と研究環境整備を行う

「高度研究推進・支援部門」、研究者及び研究支援者の育成を担う「高度人材育成部門」、

知的財産の管理活用及びリスク管理を担う「産学連携・知的財産部門」の３部門体制と、こ

れら３部門を統括する「研究・産学連携戦略本部」を設置している。さらに研究URA室を機

構内に設置し、それらが有機的に連携し、研究の推進から成果の社会実装までを組織的支援

のもとに行っている。 

（図３ 機構の構成及び機能連携図） 

２．サポートする技術職員やURAの配置状況、その役割等 

 2024年５月１日現在、教室系技術職員として44名（医学部８名、大学院医学系研究科３名、

理工学部23名、生体調節研究所４名、総合情報メディアセンター４名、研究・産学連携推進

機構１名、医学部附属病院１名）がおり、研究・産学連携推進機構研究URA室に研究URA４名

（副主幹研究URA１名、主任研究URA２名、研究URA１名）が配属されている。 

研究URAは、本学の研究戦略と産学連携戦略を踏まえ、研究活動等の調査・分析、科学技

術・学術政策等の動向把握、競争的研究費等に係る情報収集・分析及び申請支援、プロジェ

クト研究推進の支援、産学官連携推進の支援等を実施し、大学の研究力の強化に資する活動

に取り組んでいる。 
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３．URAの活動 

（１）共同研究などの産学連携推進活動と社会実装支援 

  企業連携支援、研究広報活動支援、共同研究マネジメント等 

（２）競争的研究費等の獲得支援 

科研費申請支援、大型研究費申請書のブラッシュアップ支援等 

（３）研究企画戦略運営支援 

  論文業績調査、学術論文データベースを用いたIR調査等 
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Ⅻ．施設・設備等の整備計画 

１．校地、運動場の整備計画 

本学環の教育・研究は、前橋市に所在する群馬大学昭和キャンパスと桐生市に所在する群

馬大学桐生キャンパスで実施する。昭和キャンパスには、連係協力研究科である医学系研究

科のほか、保健学研究科、医学部附属病院、生体調節研究所、重粒子線医学研究センター等

が所在している。また、桐生キャンパスには、連係協力研究科である理工学府のほか、機器

分析センター等が所在しており、本学環の教育・研究を実施する上で十分な環境が整ってい

る。各キャンパスの既存の施設・設備等が利用可能である。  

○昭和キャンパス

校地面積 122,812 ㎡、体育館 2,010 ㎡

○桐生キャンパス

校地面積 60,262 ㎡、体育館 1,467 ㎡、運動場用地 6,085 ㎡（テニスコート）

２．校舎等施設の整備計画 

 本学環は、既存の施設及び設備を利用する。利用に当たっては、連係協力研究科である医

学系研究科及び理工学府と、当該施設及び設備を管理する部局が連携して、教育研究を推進

していく。 

 施設・設備等の整備が必要となる場合は、医学系研究科及び理工学府において、計画的に

整備する。 

大学院生の研究室についても、連係協力研究科の既存の学生研究室を利用する。 

【別紙 資料６ 大学院学生研究室 見取図（例）】 

３．図書等の資料及び図書館の整備計画 

本学は、教育研究上必要な図書館資料の収集、整理及び提供並びに学術情報を提供し、本

学の学生及び教職員の教育、研究、調査及び学習に資することを目的に附属図書館を設置し

ている。附属図書館は、荒牧キャンパスの中央図書館、昭和キャンパスの医学図書館及び桐

生キャンパスの理工学図書館で構成されており、座席数は、全体で 1,057 席、蔵書数は、全

体で図書 606,590 冊（うち外国書 180,883 冊）、学術雑誌 22,800 種（うち外国書 10,698 種）、

学術雑誌のうち電子ジャーナル 8,051 タイトル（うち外国書 6,441 タイトル）となってい

る。また、電子的資料に対応するためのリポジトリの構築や電子ジャーナル・各種データベ

ースの整備を行っている。 

各図書館には、ラーニングコモンズが整備され、ディスカッションしながら学習できる

「場」を提供している。さらに、ネットワーク管理に加えて各種 IT サービスを提供する情

報基盤部門を設置し、本学の情報化と情報セキュリティ体制の強化を進めている。 

自キャンパスの図書館に所蔵していない資料で、他キャンパスの図書館が所蔵している

資料については、OPAC からのオンライン手続きにより予約・取寄せが可能となっている。 

また、学外の大学・機関所蔵の資料については、Web 版相互利用申込サービスを用いて現

物貸借及び文献複写を依頼することで補完している。  
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XⅢ.２以上の校地において教育研究を行う場合 

本学環は、昭和キャンパス（前橋市）及び桐生キャンパス（桐生市）で教育・研究を行う。 

目安として、昭和キャンパスには３人（入学定員１人）、桐生キャンパスには３人（入学

定員１人）の学生が常時活動を行うことを想定している。 

また、昭和キャンパスには４人、桐生キャンパスには８人の教員が教育・研究の活動拠点

を置いている。 

 学生は基本的に、指導教員の研究室があるキャンパスで研究指導を受けており、所属する

研究室や大学院生研究室等で研究・学修できる環境が整備されている。また、荒牧キャンパ

スに中央図書館本館、各キャンパスに分館が整備されており、文献検索、自習等を行うこと

ができる。 

通常、別のキャンパスに研究室のある教員が講義を担当する場合は、教員がキャンパス間

を移動するので、学生に移動の負担が生じることはない。前橋市に所在する昭和キャンパス

と桐生市に所在する桐生キャンパスの間の距離は、約 30 ㎞であるが、鉄道又は自動車での

移動が可能であるため、移動への支障は特にない。 

なお、異なる素養を持つ学生に対しての指導あるいはオンライン講義などでの遠隔地開

講講義の対応に関しては、指導教員がメンターとして学生を指導する。当該プログラムに所

属するキャンパスの異なる教員同士が連携し、情報を共有することによって、学生の修学の

便宜を図る。現状においても、当該プログラムの教員同士が連携し、例えば桐生キャンパス

所属の学生が昭和キャンパスで開講する講義が履修できるよう便宜を図る。 

また、本学では、従来から、大学院共通科目についてオンライン講義が行われていること

から、講義に関しては学生・教員双方に移動の負担は生じない。講義以外の活動として博士

論文の中間審査会を開催し、学生が１箇所に集合し研究科内の異なる分野の学生間で交流

することにより、研究の新たな発想の取得に資する。 

講義は各キャンパスの講義室に整備された ICT を積極的に活用し、キャンパス間をオン

ラインで繋ぐだけでなく、教員と学生及び学生間におけるグループワークが可能となる体

制で行う。整備が進んできた各キャンパスにおける共同利用機器・施設の連携化を利用し、

キャンパスをまたがる研究教育活動も推進する。研究科全体で開催されるオンサイトの中

間審査会に参加してプレゼンテーションを行い、他分野の研究者等との積極的なディスカ

ッションを行うことにより、分野横断的な思考・協働を可能にするように教育を進める。 
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XⅣ.管理運営 

１．全学大学院の教学管理体制 

大学教育・学生支援機構大学教育センター大学院教務委員会が担う。 

２．研究科等連係課程の教学管理体制 

研究科等連係課程に責任者として「学環長」を置く。 

・「学環運営委員会」 

管理体制は、教授会に相当する組織として設置する「学環運営委員会」で行う。「学環運

営委員会」は学環に参画する専任教員によって構成され、研究科等連係課程における学生の

入学、課程の修了及び学位授与のほか、教育研究に関する重要事項を審議する。 

 また、必要に応じて、個別事項を実質的に審議する機関として、各種の委員会等を置くこ

とができる。 

「学環運営委員会」で審議した重要な事項については、必要に応じて全学の委員会で報告

して、全学的に周知を行う。また、連係協力研究科に関する事項については、必要に応じて、

当該研究科の教授会で報告をすることで、研究科等連係課程開設後の運営について、連係協

力研究科と緊密に関係する。  
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XⅤ.自己点検・評価 

本学では、教育研究評議会において、教育及び研究の状況について自己点検及び評価に関

する事項を審議しており、具体的な検討は、全学組織である大学評価室と研究科等の評価組

織を中心に取り組んでいる。 

まず、群馬大学学則第２条第３項及び群馬大学大学院学則第３条第３項の規定に基づき、

評価を担当する理事を長として、各研究科等の専任教員等で構成された大学評価室におい

て、自己点検・評価及び外部評価の実施並びに認証評価並びに第三者評価など、大学全体の

評価に係る企画・立案や、実施に際しての総括的な業務を行っている。また、各研究科等に

おいても、それぞれ評価組織を設置し、教育研究の質保証・改善向上について継続的な取り

組みを行っている。 

 この他、年２回の「中期計画カルテ」による中期目標・中期計画の進捗管理を行うなど、

自己点検・評価を実施しており、結果を教育研究の質の改善・向上に役立てている。 
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XⅥ.情報の公表 

本学では、学校教育法第113条「大学は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資する

ため、その教育研究活動の状況を公表するものとする。」の趣旨に則り、大学情報の公開・

提供及び広報について、教育、研究、社会貢献等の大学運営の状況を積極的に公開している。

具体的な情報提供活動は、次のとおりである。  

 

１．ホームページによる情報提供  

（１）大学ホームページを活用した情報提供 

トップページのアドレス： https://www.gunma-u.ac.jp/  

（２）教育研究活動等の状況に関する情報の公表（学校教育法第113条） 

①大学の教育研究上の目的について 

     ・基本理念、目標、学則・各学部等の教育研究上の目的  

②教育研究上の基本組織について 

     ・教育研究組織 

③教員組織及び教員数並びに各教員が有する学位及び業績について 

     ・教員組織・教員数、教員の有する学位及び業績 

④入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は

修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況 

     ・入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）、入学者数、収容定員及び在学者数、

卒業・修了者数、進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画について 

     ・カリキュラム・ポリシー、カリキュラムマップ、シラバスDB  

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準について 

     ・ディプロマ・ポリシー、学位論文の評価基準 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境について 

     ・キャンパスの概要・（土地・建物面積）、運動施設の概要、課外活動の状況・（ク

ラブ・サークル活動）、休憩を行う環境その他の学習環境（学部・大学院、附属施

設・図書館、大学生協）、交通手段 

⑧授業料、入学料その他の大学が徴収する費用について 

     ・授業料、入学料、教材購入費等、授業料等免除・入学料等免除・奨学金制度、寄宿

費、その他施設利用料 

⑨大学が行う学生の修学、進路選択、心身の健康等に係る支援について 

     ・学生の修学支援、進路選択への支援、心身の健康等への支援、留学生支援、障害者

支援 

⑩学位論文の評価基準 

①～⑩のアドレス： https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out008/g1902 

トップページ＞大学概要＞情報公開＞教育情報 

⑪その他（学則、大学院学則、学部・研究科等の設置計画の概要、授業評価、教員評価、

国立大学法人評価、認証評価、第三者評価） 
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     ・規則集 

    （アドレス： https://www.gunma-u.ac.jp/kisoku/）  

     ・学部・研究科等の設置計画の概要  

    （アドレス： https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out006/g1807）  

     ・授業評価、教員評価、国立大学法人評価、認証評価、第三者評価  

    （アドレス： https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out006/out006_001） 

  

２．SNSによる情報提供 

（１）YouTube  （アドレス： https://www.youtube.com/user/GunmaUniversity） 

（２）X     （アドレス： https://x.com/gunma_uni_ad） 

（３）LINE    （アドレス： https://page.line.me/gunma_univ_pr） 

（４）Instagram （アドレス： https://www.instagram.com/gunma_univ/） 

（５）Facebook  （アドレス： https://www.facebook.com/gunma.university） 

 

３．広報誌・印刷物等による情報提供  

（１）大学概要及び各学部の広報パンフレット  

（２）大学広報誌『GU’DAY』（年２回発行） 
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XⅦ.教育内容等の改善を図るための組織的な取組 

 本学では、平成 28 年に大学教育・学生支援機構のもとに設置した教育基盤センターを大

学教育センターへと改編し、教育改革推進室を設置するなど、全学の教育改革を推進するた

めの体制を整備した。 

各研究科等において、学生による授業評価アンケートを実施し、アンケート結果をフィー

ドバックして教育方法等改善を行っている。 

修了生を対象として、修学期間全体についての教育内容等に関する満足度調査を行って

いる。また、教育の質の改善に資することを目的として、修了生の就職先機関を対象に、社

会から求められるニーズ等のアンケート調査を実施している。 

FD研修として、平成21年から、学外から大学教育の専門家を招聘して、全学FD連続講演会

「大学教育のグランドデザイン」を開催している。 

また、大学等の運営の在り方について一層の高度化及びこれを担う大学職員の資質能力

の向上が求められていることから、本学では年度毎に学内研修計画を作成し、係員から管理

職までの各職階に見合ったSD研修を計画的・体系的に実施している。 

具体的には、特定の階層で求められる基礎的な知識及び技能全般を習得することを目的

とした「階層別研修」では、係長級職員を主な対象として、職務遂行に必要な能力を身に付

けさせ、本学の管理運営の重要な担い手を育成することや、新規採用職員・若手職員に対し

て、職務遂行に必要な基礎的な知識や心構えを身に付けさせ、資質能力の向上及び職務に対

する視野の拡大を図る研修を行っている。また、全職員が身に付けておくべき基礎的な知識

及び技能を習得することを目的とする「底上げ型」の「基礎研修」では、情報セキュリティ、

資金の適正な執行、ハラスメント防止、個人情報管理等に関して理解を深めている。大学職

員としての専門的な知識及び技能を身に付けることを目的とする「選択型・選抜型」の「ス

キルアップ研修」では、働き方改革・生産性向上、チームビルディング、英語研修、経営戦

略、広報戦略等のテーマにおいて各資質向上に取り組んでいる。その他、自己啓発、福利厚

生等を目的とした「特別研修」を実施している。これらの研修を通じて、職員の資質・能力

向上を図っている。 

なお、研修にはeラーニングを活用することで、多くの職員が受講できるよう工夫してい

る。 
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